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１ 整備事業費の削減 面積：８，７５０㎡⇒８，１１０㎡ 概算額：１４２．０億円⇒１３５．９億円

削減① メインホール大楽屋６０㎡×２室→１室に削減 メインホール △60 ㎡ 共用部・設備諸室 △40 ㎡

例…中規模ホールでの大楽屋は１室が標準的、オーバード中ホールのみ２室（可児市、富士見市、福生市、羽村市は１室）

デメリット…不足する場合に、リハーサル室や会議室等を楽屋として使う必要がある。

削減② 飲食スペース３００㎡をカフェサイズ１００㎡に削減 フリースペース △200 ㎡ 共用部・設備諸室 △130 ㎡

例…ゆとろぎ飲食スペース約９６㎡、三重県津市７１㎡カフェ

対応策…ホワイエに無人販売、キッチンカー、ケータリング、周辺民間施設に委ねるなど代替案を検討。

デメリット…２４時間単独営業のレストランは設置不可 （実現性低）

削減③ エントランスおよび共用スペース４２０㎡を３００㎡に削減 フリースペース △120 ㎡ 共用部・設備諸室 △90 ㎡

対応策…エントランスおよび共用スペースはフレキシブルな空間設計とすることで対応

デメリット…ワークショップまたは展示を行うスペースがエントランスや会議室と共用になる。

※各機能の面積については、「東青梅１丁目地内諸事業用地等整備基本計画（案）令和７年１２月」の P.３８、整備事業費については、P.４８を参照。

項目 金額（R7.12 月案） 金額（R8.3 月案） 差引 備考

文化ホール施設整備費 １０，０６２，５００千円 ９，５６９，８００千円 △ ４９２，７００千円
文化ホール施設全体の面積×㎡単価（１１５万円⇒

１１８万円／㎡）にて試算

文化ホール施設設計費・

監理費
９９２，８００千円 １，０１１，０７０千円 １８，２７０千円 概算見積による

既存施設解体費 １，２５３，５４０千円 １，２１４，６７０千円 △ ３８，８７０千円
既存施設（福祉センター・健康センター・旧教育セン

ター）解体・簡易整地

土地整備費 ４６７，０４０千円 ４４４，１９０千円 △ ２２，８５０千円
本事業用地南側への階段整備、敷地内アート等の整

備費

傾斜地補強工事費 １２９，４００千円 １１４，４５０千円 △ １４，９５０千円
本事業用地南西側傾斜地（樹林）

補強土工法などを想定

消費税（１０％） １，２９０，５２８千円 １，２３５，４１８千円 △ ５５，１１０千円 上記の合計×１０％

合計 １４，１９５，８０８千円 １３，５８９，５９８千円 △ ６０６，２１０千円

令 和 ８ 年 ３ 月 １ ８ 日 開 催
文化複合施設整備特別委員会
参 考 資 料 １



2

２ 管理運営費の削減 概算額：４億８，６００万円⇒４億３，４００万円

削減① 「維持管理費」の削減について 1０年で、約１．０億円の削減

文化ホール施設面積の削減（８，７５０㎡⇒８，１１０㎡）により、

６４０㎡（施設全体面積）×１６，０００円（㎡単価）＝１０，２４０千円／年を削減。

削減② 「人件費」の削減について 1０年で、約３．７億円の削減

これまでの視察実績等を踏まえ、芸術監督（プロデュ―サー）の重要性から増額するが総職員数を 5 人削減。

館長１人×給与２倍、スタッフ５人削減 人件費２２人相当を１８人（２２－５+１＝１８）相当に削減。

４人×９，２４５千円＝３６，９８０千円／年を削減。

削減③ 「公共施設修繕費用」の削減について 1０年で、約０．５億円の削減

施設整備費４９２，７００千円の削減により、

４９２，７００千円×１％＝４，９２７千円／年を削減。

※管理運営費の考え方および金額については、「東青梅１丁目地内諸事業用地等整備基本計画（案）令和７年１２月」の P.４９を参照。

項目 金額（R7.12 月案） 金額（R8.3 月案） 差引 備考

維持管理費 １４０，０００千円／年 １２９，７６０千円／年 △ １０，２４０千円／年
文化ホール施設全体の面積×㎡単価（１６，０００円

／㎡）にて試算

人件費 ２０３，３９０千円／年 １６６，４１０千円／年 △ ３６，９８０千円／年 必要人員の積み上げにより試算

事業費 ４２，０００千円／年 ４２，０００千円／年 ０千円／年 他自治体事例をもとに試算

公共施設修繕費用 １００，６２５千円／年 ９５，６９８千円／年 △ ４，９２７千円／年
文化ホール施設整備費の１．０％として概算中長期

の改修費用も含む

合計 ４８６，０１５千円／年 ４３３，８６８千円／年 △ ５２，１４７千円／年
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３ 文化ホール施設の事業スケジュール

文化ホール施設の整備を従来方式で進めた場合の事業スケジュールについて、以下のとおり示します。

整備基本計画の策定が令和８年度になったことから、令和１６（２０３４）年度初旬を文化ホール施設の運用開始時期として想定します。

＜事業スケジュール＞

※国施設および民間施設の事業スケジュールについては未定
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